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 第５章 裁判及び裁判外の教育・保育紛争解決 









① 森部英生「イギリスの独立学校審判所について」 教育学研究第 42 巻第 4 号 昭
和 50 年 329 頁以下 
  ② 同「イギリス『独立学校審判所』制度の概要」 季刊教育法№22 1976 年 118   
頁以下 
  ③ 学校教育紛争処理研究会「学校教育紛争とその処理機関」 季刊教育法№83 1990
年 97 頁以下 
④ 松原信継「教育紛争解決と教育・学校自治」 榊 達雄編著『教育自治と教育制度』 
大学教育出版 2003 年 141 頁以下 
 4 
 
⑤ 森部英生「『教育ＡＤＲ』考」 季刊教育法№147 平成 17 年 4 頁以下 
  ⑥ 伊藤泰俊他「『教育ＡＤＲ』構想試案」 季刊教育法№149 平成 18 年 94 頁以下 
  ⑦ 森部英生『教育トラブルの解決と処理』 ぎょうせい 2007 年 
  ⑧ 三浦智子「学校教育に関する苦情処理システムについての考察」 教育行政学論叢
第２８号 2009 年 東京大学大学院教育学研究科 
⑨ 森部英生「連載：教育紛争の裁判外解決」(1)～(6) 季刊教育法№161～166 平成
21 年～22 年 
  ⑩ 同「連載：『教育紛争解決学』の創設・樹立に向けて」(1)～(4) 季刊教育法№171



































































性別  男性  55％   女性  45％ 
 
年齢  30 代  26％      40 代  34％      50 代以上 41％ 
 
勤務先 
  幼稚園   3％      小学校   36％      中学校   11％      高等学校   39％ 
  中等教育学校 1％     特別支援学校  7％     その他   3% 
 
勤務経験年数 
   5 年未満  5％       5 年以上 10 年未満  11％    10 年以上 15 年未満   14％  








①そう感じる  ②そうは感じない 
 
 ① ② 重複回答 合計 
実 数 107 20 1 128 
 ％ 84% 16% 1% 100% 
 
● そう感じたのはいつごろですか。 
①初めから  ②ここ２～３年前から  ③５～６年前から   
④10 年くらい前から  ⑤15 年くらい前から  ⑥20 年以上前から 
 
 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 無答 合計 
実 数 6 18 44 34 4 2 20 128 






  ①学級担任  ②教科担任  ③各種主任  ④教頭・副園長  ⑤校長・園長   
⑥その他（  ） 
 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 重複回答 無答 合計 
実数 83 12 1 2 6 8 13 3 128 
％ 65% 9% 1% 2% 5% 6% 10% 2% 100% 
 
● ご自身がクレームの対象とされたことがありますか。 
  ①ない  ②1～2 回ある  ③3～4 回ある  ④5～9 回ある ⑤10 回以上ある   
⑥数え切れないくらいある 
 
 ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥ 無答 合計 
実 数 32 65 19 3 2 6 1 128 
 ％ 25% 51% 15% 2% 2% 5% 1% 100% 
 
● そのようなクレームは何によって伝えられましたか。 
    ①電話   ②手紙・連絡帳   ③直接対面で   ④人を介して  
 
 ②  ② ③ ④ 重複 合計 
実 数 50 16 14 10 5 95 
 ％ 52% 17% 15% 11% 5% 100% 
 
● クレームを受けた場所はどこですか。 
①学校   ②自宅   ③その他（  ） 
 
 ① ② ③ 重複回答 合計 
実 数 82 8 2 3 95 
 ％ 86% 9% 2% 3% 100% 
 
● クレームは主にどのような内容ですか（3 つまで）。 
①授業（指導内容・進度・課題・宿題等）に関するもの  ②成績に関するもの     
③生徒指導（出欠、いじめ、不登校など）に関するもの  ④行事に関するもの    
⑤部活に関するもの   ⑥学級運営に関するもの   ⑦学校運営（事故、保健衛
生、給食費、諸経費等）に関するもの   ⑧施設・設備（給食、他）に関するもの   
⑨教員の資質・態度や身なり等に関するもの   ⑩その他（  ） 
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 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 無答 
実数 62 26 109 26 57 49 40 22 37 11 2 
％ 48% 2% 85% 2% 45% 38% 31% 17% 29% 9% 2% 
 
● 今までのクレームの対応で苦痛に感じたことはありますか。 
①ある   ②ない 
 
 ① ② 無答 合計 
実 数 100 23 5 128 
 ％ 78% 18％ 4% 100% 
 
● その理由は何ですか。 
①時間が取られる  ②ストレスがたまる   ③煩わしい  ④腹立たしい   
⑤その他（  ） 
 
 ①  ②  ③  ④  ⑤  合計 
実 数 23 77 17 38 11 100 


































































よってもまちまちで、本学においては 50 代が半数近くを占めていた。 
わが国の本務教員数は、2009年 5月 1 日現在、小学校 419,518、中学校 250,771、高等学


















































































































































































数は 5,458人で、病気休職者全体（8,627 人）の 63.3％を占めるに至っている。年代別では
50代が 38.8％、40代が 35.3％、30代が 19.2％、20代が 6.7％と、精神を病んで休職した
教師の 74％が 40～50代のベテラン教師で占められている。1992（平成 4）年度の精神疾患
による病気休職者数は 1,111人、1995(平成 7)年度には 1,240人であったのが年とともに増
え続け、2009 (平成 21)年度には 1992(平成 4)年度の約 5倍になっていることがわかる。 
2011(平成 23)年 7月公表の「学校教員調査」から、学校種別の精神疾患による離職数を
見ると、幼稚園は病気離職者 535人中 229 人であり、42.8％が精神疾患による離職である。
以下同様に病気離職者中の精神疾患離職数とその割合を見ると、小学校は 617人中 354人
（57.4％）、中学校では、342人中 194人（56.7％）、高等学校では 254人中 120人（47.2％）
であり、病気離職の約半数あるいはそれ以上が精神疾患による離職である。ちなみに短期






















































うち幼稚部 1,482 人、小学部 34,888人、中学部 26,881人、高等部 56,794人である。本務
教員数は 70,987 人である。 
また、いわゆる普通学校における特別支援学級は、小学校 30,069 学級、児童数 103,683
人、中学校 13,546 学級、生徒数 45,687 人、計 148,855 人である。速報値は岩手・宮城・
福島 3県の集計がなく、その限りでは当該児童生徒の数は前年より少ない筈であるところ、
特別支援学級在籍児童生徒数については、前年（2010（平成 22）年度集計）の小学校 101,019




平成 22 年度まで毎年ほぼ 1万人ずつ増加している。一方、小学校・中学校の在籍総数は毎
年減少傾向にあり、小学校在籍児童は、2009（平成 21）年度 7,063,606人、2010(平成 22)
年度 6,993,376 人、2011（平成 23）年度 6,583,257 人と、2011（平成 23）年度速報（3 県
含まず）は前年から約 41万人減少している。中学校では、2009（平成 21）年度 3,600,323




2010（平成 22）年度では小学校 56,254 人、中学校 4,383 人、計 60,637 人である。こちら
も平成 7年度の小学校 16,207人、中学校 493人から年々増加し、2009(平成 21)年度には小







増え、2008（平成 20）年度では 69％、2010（平成 22）年度には 70％の教員が保有している
(20)。また、特別支援学校の 2010（平成 22）年度本務教員数は 62,841人で(21)、前回の 2007
（平成 19）年度調査より 4,250 人増加（7.3％）しており、男女比では女性教員は 58.2％
とやや多い。年齢構成では 50 歳以上が 30.7％、平均は 43.4 歳であり、小学校の 44.3 歳、

















による代筆を含む）の内訳は、就学前療育・教育 50 人、小学校 252 人、中学校 213 人、高
等学校 311 人、高等教育 46 人、生涯学習 490 人、他 65 人であり、障害別では肢体不自由
22.5％、知的障害 16.4％、発達障害 14.3％、視覚障害 12.7％、重複障害で障害が特定でき
ない人 12.3％、他である。身体障害者手帳の等級は 1級 59.1％、2級 23％、療育等級では
最重度が 43.5％、重度 42％であり、障害の起きた年齢は 0～9 歳が 82.6％、居住形態は保







2) 通園：遠距離通園が大変（肢体不自由 8歳）。スクールバスがない（聴覚障害 4歳、




4) 教員数：教員が足りない（視覚障害 3歳、4歳、盲聾 2歳、5歳、） 
5) 教員の専門性：教員のレベル差が激しい（重複障害 6 歳）。教師はもっと勉強してほ
しい（発達障害 4 歳）。療育・教育面の充実を（発達障害 3 歳）。若い先生が多く、経
験不足と保護者への対応に欠ける（発達障害 4歳）。専門知識を持った教員が増えてほ
しい（盲聾 5歳） 



















（視覚障害 10歳）。担任の先生方は障害について理解が浅い（重複障害 7歳）。 
7) PTA：児童数が少ないので役員をすることが多く負担。（肢体不自由 13歳） 







1) 支援員：質を上げてほしい。心を傷つけられることが多い（肢体不自由 14歳）。 




3) 担任：毎年担任が変わるので盲聾の子どもにとって混乱することが多い（盲聾 14歳） 
4) 実習・職場体験：社会に出る機会を多く作ってほしい（肢体不自由 14歳）。 
5) 環境：消音対策をしてほしい。椅子・机の移動は補聴器を通してうるさい。（聴覚障

































































































































































































































































































































とのかかわり、の 3 区分である。3 年間のクレーム対応発生件数は 127 件であり、2006(平











他」の内容は 100 件近い。また、中学校では、「生徒指導関係」約 90 件、「部活動」約 40
件、「担任・学級等」約 30 件と、クレーム内容が年々多様化していることが指摘されてい
る。徳島県教委の調査対象は、小学校 217 校、中学校 90 校、高等学校 46 校、特別支援学
校 9 校（調査期間は、2007(平成 19)年 4 月から 2008(平成 20)年 3 月まで）である。学校や市
町村教育委員会だけでは対応が困難だった件数は、小学校においては、要望（クレーム）全
943件中 39件(4.1％)、中学校は 701件中 55件(7.8％)、高等学校・特別支援学校は 411件



































































































教育法№165 27頁以下、  
・イチャモン研究会（新・学校保護者関係研究会）「保護者の学校意識に関する調査報告
書」 http://ichamon.com/record/292/、等々。 
(2) 更新講習が発足して 2年目の平成 22 年度における講習対象は、生年月日が、昭和 30
（1955）年 4月 2日～昭和 32（1957）年 4月 1日、昭和 40（1965）年 4月 2日～昭和
42（1967）年 4 月 1 日、昭和 50（1975）年 4月 2日～昭和 52（1977）年 4月 1日の者
である。 
(3) 文部科学省(2010)『文部科学統計要覧（平成 22年度版）』日経印刷  
(4) 「小野田正利先生（大阪大学）に聞く『モンスター』というレッテル貼りでは解決し
ない」季刊教育法№165(2010)  4 頁 
(5) 例えば、小野田正利（大阪大学教授）が 2005年 3月から 4月にかけて関西の教師らを
対象に行った調査では、「無理難題」が増えたとする者が小学校で 89％、中学校で 82％、
高等学校で 78％に上り、それがいつから増えたかについては、「10年ほど前から」37％、
「5年ほど前から」25％となっている。朝日新聞 2005年 6月 26日特集記事。 
(6) 文部科学省「平成 20年度教育職員に係る懲戒処分等の状況について」文部科学省ホー
ムページ 
(7) 朝日新聞 2010年 7月 20日 




(9) 文部科学省「平成 21 年度教育職員に係る懲戒処分等の状況について（表 13 病気休職
者数の推移）」 
(10) 文部科学省初等中等教育局児童生徒課 平成 22 年度「児童生徒の問題行動生徒指導
上の諸問題に関する調査」について 平成 23年 8月 4日 
(11)「教諭殴り、父親逮捕 傷害容疑で徳島／徳島県」朝日新聞 2005年 8月 31日 
(12) 朝日新聞 2005年 11月 10日（朝日新聞記 事検索サービス聞蔵） 
(13) 文部科学省『平成 21年度学校マネジメント支援に関する調査研究事業成果報告』 岡
山県教育庁「学校に対する苦情・不当要求への対応」 
(14) 文部科学省初等中等教育局参事官（学校運営支援担当）「保護者や地域等からの要望






の秘策』教職研究 11月号増刊 教育開発研究所 平成 18年 11月、  
・関根正明編『「保護者のクレーム」対処法 保護者とのいい関係づくり”実践編“』
教職研修 12 月号増刊 教育開発研究所 平成 19年 12月、  
・渋井哲也『解決！学校クレーム－“理不尽”保護者の実態と対応実践－』2009年 株
式会社河出書房新社、等々。 
(16) 文部科学省「学校基本調査」平成 23 年 8月 4日公表 
(17) 文部科学省初等中等教育局特別支援教育課『特別支援教育資料（平成 22 年度）第一
部 集計編』平成 23年 3月 
(18)(19) 文部科学省「特別支援教育の対象の概念図[義務教育段階]」平成 20 年 5 月 1 日
現在 
(20) 文部科学省初等中等教育局特別支援教育課 「2 特別支援学校教諭等免許状の保有
率」『特別支援教育資料（平成 22年度） 第 3部 資料編』平成 23年４月  
(21) 文部科学省「平成 22年度中間報告 学校基本調査」2011年 7月 28日公表 
(22) 文部科学省『特別支援教育資料（平成 22年度）第 3部 資料編』 前出 
(23) 内閣府政策統括官（共生社会政策担当）付障害者施設担当「『教育・育成』に関する
調査 報告書」『障害者施設総合調査 2008（平成 20年度）』平成 21年 3月 
(24) 多田房之輔著『学校家庭連絡の方法』シリーズ: 通俗教育全書 ; 第 39 編 明治 27
年 野口竹次郎発行 博文舘（発売元） 
(25) 仲 新他編『学校の歴史第 2巻小学校の歴史』 昭和 54年 第一法規 62―63 頁 
(26) 同上 348 頁 
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(27) 倉沢剛『小学校の歴史Ⅰ』 ジャパンライブラリービューロー 昭和 38年  33 頁 
(28) 一倉喜好『スケッチ群馬の学校 100年上 朝倉だより２』 2005年 朝日印刷 116 
頁 
(29) 同上 135-137頁 
(30) 大松沢寿、大内彦次郎編『家庭の枝折』南郷村（宮城県）大松沢寿・大内彦次郎共同
刊行、明治 27年 








(37) 群馬県盲教育史編集委員会編『群馬県盲教育史』 群馬県盲教育 70周年記念事業実行
委員会発行 昭和 53年 428頁 
(38) 広田照幸「学校像の変容と＜教育問題＞」佐伯胖、他編『岩波講座現代の教育 第 2
巻学校像の変容』1998年 pp.147-169 
(39)『新英和中辞典（第三版）』 研究者 1971年 なお、比較的新しいもの、例えば、『ア
ドバンストフェイバリット英和辞典』 東京書籍 2002年には、「主張する、言い張る、
断言する。（疑いや反対などに対して、正当性や事実を主張する）」とある。 
(40) 和田安弘『法と紛争の社会学―法社会学入門』 世界思想社 1994年 241頁 
(41) 樫村四郎『「もめごと」の法社会学』 弘文堂 平成元年 122頁 
(42) 朝日新聞 2005年 6月 26日 
(43) 朝日新聞 2007年 7月 29日  
(44)(45) 広田照幸『日本人のしつけは衰退したか「教育する家族」のゆくえ』 72―73 頁、
79-81頁 
(46) 群馬県精薄教育史編纂委員会編『群馬県精神薄弱教育史』（非売品） 群馬県精薄教育
研究会発行 昭和 40年  69頁 
(47)「第 4部教育行財政改革の基本方向」臨時教育審議会「教育改革に関する第二次答申」
昭和 61年 4月 23日 『文部時報 8月臨時増刊号』 ぎょうせい昭和 62年 9月 170
－171頁 
(48) 尾木直樹「クレームの内容とクレームをつける気持ち」 教職研修平成 19年 12月号 
10頁以下 




(50) 島崎政男『困った親への対応』 ほんの森 2005年 
(51) 尾木「クレームの内容とクレームをつける気持ち」 前出 
(52) 佐賀県立佐賀農業高等学校事務長園田勇人「多様化するクレームへの対応＝アンケー
ト調査からみえるもの～」4p 平成 20年度事務長会長崎大会発表 
(53) 福島県教育実践センター「Ⅱ 指導力向上に関する調査研究」p.20 『調査研究報告
書』 平成 23年 2月 
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                              平成 22年 8月 11日 
 
        回答は該当する選択肢の番号に○をつけて下さい。 
        「その他」については自由にご記入下さい。 
 
 
１． 性別： ①男性   ②女性 
 
２． 年齢： ①20代   ②30代   ③40代   ④50代以上   
 
３．  勤務先の種類：  ①幼稚園   ②小学校   ③中学校   ④高等学校   
⑤中等教育学校   ⑥特別支援学校   ⑦保育園 
⑧その他（                                  ） 
 
４． 勤務経験年数：   ①５年未満   ②５年以上 10年未満    
③10年以上 15年未満   ④15年以上 20年未満   ⑤20年以上 
 
５． 保護者から学校・教師に寄せられるクレームが増えていると感じますか。 




①当初から   ②ここ２～３年前から   ③５～６年前から    
④10年くらい前から   ⑤15 年くらい前から   ⑤20年以上前から 
 
７． クレームは、誰に向けられることが最も多いと感じますか。 
    ①学級担任   ②教科担任   ③各種主任   ④教頭・副園長 
    ⑤校長・園長  ⑥その他（                   ） 
 
８． クレームは主にどのような内容ですか。３つまで挙げて下さい。 
    ①授業（指導内容・進度・課題・宿題等）に関するもの  ②成績に関するもの 
③生徒指導（出欠、いじめ、不登校など）に関するもの  ④行事に関するもの 
⑤部活に関するもの   ⑥学級運営に関するもの   ⑦学校運営（事故、保 
健衛生、給食費、諸経費等）に関するもの  ⑧施設・設備（給食、他）に関す 
るもの ⑨教員の資質・態度や身なり等に関するもの ⑩その他（       ） 
 
９.  クレームはどのように処理されましたか。（複数回答可） 
①自分自身の対応で  ②教頭・校長の対応で  ③学校全体の対応で  ④地
域の協力を得て  ⑤教育委員会に相談して  ⑥専門機関に相談して  ⑦そ








    ①ない  ②１～２回ある  ③３～４回ある  ④５回～９回ある  ⑤10回
以上ある  ⑥数え切れないくらいある 
 
12.   前問 11で「ある」（②～⑥）と回答した方にお聞きします。そのようなクレームは
主に何によって伝えられましたか。もっとも多いものを１つ挙げてください。 
①電話  ②手紙・連絡帳  ③直接対面で  ④人を介して  
 




     ①学校   ②自宅   ③その他（           ） 
 
14.   前問 13で「②自宅」と回答した方にお聞きします。クレームを受けた時間帯は次の
どれですか。もっとも多かったものを１つ挙げてください。 
①平日の早朝   ②平日の夜間   ③休日の早朝   ④休日の日中 
⑤休日の夜間   ⑥その他（            ） 
 
15.   今までクレームの対応で苦痛に感じたことがありますか。 
①ある   ②ない 
 
16.   前問 15で「ある」と回答した方にお聞きします。その理由は何ですか 
      ①時間が取られる   ②ストレスがたまる   ③煩わしい    
④腹立たしい⑤その他（              ） 
 
17.   教員・学校だけではクレームに対応しきれず、手に負えなくなってしまったことは
ありますか。 
     ①ある   ②ない 
 
18.   学校だけではクレーム・トラブルに対応し切れない場合、どのような外部機関が問
題の解決・処理に当たるのが適切・有効と考えますか。３つまで挙げて下さい。 
①市町村教育委員会  ②都道府県教育委員会  ③法律（弁護士事務所） 
④裁判所  ⑤大学等  ⑥専門の教育紛争解決機関  ⑦その他（       ） 
 
19．  ＡＤＲという言葉を聞いたことがありますか。 







































































































































表 1 「障害児教育裁判例の分類」 





















































ための懲戒があり、懲戒権は明治 30年代以降に確定した（5）。体罰 Corporal Punishment は、
田中不二麿が『米国学校法』(1878年)巻４において、ニュージャージー州学校法第 81条を
「何レノ教師タリトモ本州ノ学校ニ於テ児童ノ身体ノ懲罰ヲ加フ可カラス」と訳し、1879



































































































































































れる。したがって、教師Ｂには過失があることが明らかである」（大分地裁平成 16 年 7 月






































（大阪地裁昭和 50年 5月 27日判決 判例タイムズ 325号 137頁、判例時報 786号 22頁 別
表№5）がおそらく最初であろう。1979（昭和 54）年に養護学校設置が義務化されたが、義
務教育での障害児の統合教育をめぐる裁判では、花畑東小学校自主登校事件（東京地裁昭






















































































かった（大阪地裁平成 12 年 2 月 17 日判決 判例時報 1741 号 113 頁）。控訴審判決も結果




















































食事は介助を要していた。Ｙ教諭は訪問教育の担任で 2 年間Ｘを担任していた。毎週 2 回






















ら 11 時 30 分頃までに間に原告の処女膜破綻の原因となるべき行為をしたのではないかと

























請したところ、昭和 60 年改正の国民年金法では 20 歳未満の障害者に対しては障害基礎年
金を支給することとしながら、20 歳以上の学生を強制適用から除外した規定により、被保
険者資格が認められないとして不支給処分を受けた。そのため、国民年金法の規定が憲法
14 条 1 項に反する等を理由に不支給決定の取消を求め、また、国に対して立法不作為等の
違法があったとして国家賠償を求めて全国で同時提訴したもので、同事案に係る判決が平
成 10年代後半に集中した。 





































あり、立法不作為の違法が存在したものというべきである」（東京地裁平成 16年 3月 24日
判決 判例時報 1852号 3頁）。 







の差違は、立法者の裁量の範囲内の制度選択の結果である」（東京高裁 17年 3月 25日判決 
判例時報 1899号 46頁）。 






































因果関係があるものと認められた（東京地裁平成 12 年 12 月 20 日判決 判例時報 1740 号
93頁）。 
これとは反対に公務起因性が認定されなかった裁判例としては、養護学校教諭が校外マ
ラソン指導中急性心不全で死亡した事案（浦和地裁平成 8年 3月 18日判決 判例地方自治
154号 40頁）、聾学校教諭に発生した頚椎変形症が生徒による暴行に起因すると主張した事











地裁平成 9 年 1 月 16 日判決 判例タイムズ 953 号 115 頁）、市立養護学校教諭の出勤簿、
休暇承認簿等公文書公開請求事件（横浜地裁平成 10 年 3 月 18 日判決 判例地方自治 170
号 60 頁）、県立の知的障害児施設に勤務する保母の宿直勤務による時間外勤務手当請求事





















年 4 月 1 日まで遅れた点でも、教諭採用時期の点で、社会通念上承服しがたい著しい裁量



















































あるから、日の丸の掲揚が憲法 26 条に違反するということはできない」(横浜地裁平成 10
年 4月 14日判決 判例タイムズ 1035号 125頁)。 いわゆる旭川学テ事件最高裁判決(最高




の申し立てがなされた事案（平成 16年 12月 22日）も、同校教員らの性教育の考え方をめ
ぐるケースと言えよう。さらに、聾学校における「日本手話」使用をめぐり、聾児の言語


















































































































入園承諾に関する仮の義務付け申立事件（大阪地裁 平成 18年 1月 25日決定）、同請求事






































の子の特別支援学校就学に関する仮の義務付け申立事件」（大阪地裁 平成 19年 8月 10日
決定）、「同、抗告事件」（大阪高裁 平成 20年 3月 28日）、「統合失調症の子の特別支援学
校就学に関する仮の義務付け請求事件」（大阪地裁 平成 20 年 3 月 27 日決定）「同、申し
立て却下決定に対する抗告事件」（大阪高裁 平成 20年 7月 23日）、「アレルギー疾患の子






















































 事案は私立小学校の養護学級（特別支援学級）で、当時 9 歳（小 4）と 11 歳（小 6）の
知的障害のある女児２名が、担任の男性教師から暴力・性的虐待を受けた事件である。元
担任教師は 2004 年に強制わいせつ罪で起訴されたが、児童らの証言には信憑性がないとし
















































体に障害のある子ども（A child who has a physical defect）は、ハンディキャップのない子ど
もとは必然的に異なるタイプの教育（a different type of instruction）を受けなければならない。
それ故証拠によれば明らかなように、公立学校は聾児の教育的発達のための訓練（training 
for the educational development of a deaf child）を提供する場でないことは明白である」 
「子どもの最善の利益（the best interest of the child）は、当該児童のハンディキャップに応


































地区内でいずれの人種の聾児にも等しい教育機会を提供すること（to provide equal educa-
tional facilities within the District for deaf children of both races）が地区の義務であるとするのが
相当である」（106 F. Supp. 988; 1952 U.S. Dist.）。 
 
続いて、PARC 訴訟を見てみる。ペンシルバニア州の知的障害者協会（The Pennsylvania 



















① 1949 年学校法 1304 条を適用し、精神遅滞の子どもに無償で教育や訓練の公的プログ
ラムにアクセスできるようにすることを、否定したり後回しにしないこと。 




④ 1972 年 9 月 1 までにできるだけ早く、6 歳から 21 歳の全ての精神遅滞者が学習の能
力に応じ無償の公的な教育及び訓練プログラムをアクセスできるようにすること。 












































（163 U.S. 537; 16 S. Ct. 1138; 41 L. Ed. 256; 1896 U.S.）である。最高裁は、法の上では平等
であるとしながら分離原則を打ち立てた。校長はミズーリのコックレル上院議員に、国会


















障害者に関連する法整備は、1920 年全米職業リハビリテーション法（National Vocational 
Rehabilitation Act of 1920）、1935年社会保障法（Social Security Act of 1935)で、障害のある子
どものためのリハビリテーション・サービス・システムや健康サービスシステムが制定さ
れた。また、1935年ワグナー・オーディー法（Wagner-O’Day Act of 1938）等では、視覚障
害者の雇用に関する事業認可、1954 年職業リハビリテーション法（Vocational Rehabilitation 
Act of 1954）では職業訓練のための大学への助成金認可がなされた。 
1960年代の法整備は、The Teachers of the Deaf Act (PL 87-276) （1961年）において難聴や
聴覚障害者の教員養成を供給した。 また、1963年精神遅滞施設及び地域精神保健センター
建設法（Mental Retardation Facilities and Community Mental Health Centers Construction Act of 
1963）では、精神遅滞施設及び関連施設建設の助成金認可がなされた。そして、1965 年初
等・中等教育法（Elementary and Secondary Education Act of 1965）では、障害児童を含む貧
困家庭児童の教育のために、連邦政府が州及び地方政府への援助を認可した。翌 1966年同












1975年には、全障害児教育法 (Education for All Handicapped Children Act of 1975  PUB-


















an opportunity for the parents or guardian of a handicapped child to examine all relevant records 
with respect to the identification, evaluation, and educational placement of the child, and the pro-
vision of a free appropriate public education to such child, and to obtain an independent educa-





procedures to protect the rights of the child whenever the parents or guardian of the child are not 
known, unavailable, or the child is a ward of the State, including the assignment of an individual 
(who shall not be an employee of the State educational agency, local educational agency, or in-
termediate educational unit involved in the education or care of the child) to act as a surrogate for 




written prior notice to the parents or guardian of the child whenever such agency or unit— 
(i) proposes to initiate or change, or 
(ii) refuses to initiate or change,the identification, evaluation, or educational placement of the 
child or the provision of a free appropriate public education to the child; 
Ｄ 前Ｃ項の通知は、本項に準じる全ての手続を行うことが明らかに不可能な場合を除き、
親又は後見人の母国語により、親又は後見人に知らされなければならないこと。 
procedures designed to assure that the notice required by clause (C) fully inform the parents or 
guardian, in the parents' or guardian's native language, unless it clearly is not feasible to do so, of 





an opportunity to present complaints with respect to any matter relating to the identification, 
evaluation, or educational placement of the child, or the provision of a free appropriate public ed-





”No hearing conducted pursuant to the requirements of this paragraph shall be conducted by an 





with Disabilities Education Act of 2004）で一応の集大成を見る。 
1975年以降の主な法整備を示すと次のようである。 
 
・1975 発達障害者援助及び人権法 (Developmental Disabilities Assistance and Bill of Rights Act 
of 1975 ) 
・1984 発達障害者法（Developmental Disabilities Act of 1984） 
・1986 聾者教育法（Education of the Deaf Act of 1986） 
・1986 リハビリテーション法 1986年改正法（Rehabilitation Act Amendments of 1986） 
・1986 精神障害者のための保護及び権利擁護法 (Protection and Advocacy for Mentally Ill  
Individuals Act of 1986) 
・1987 発達障害者援助及び人権法 1987 年改正法 (Developmental Disabilities Assistance and  
Bill of Rights Act Amendments of 1987) 
・1990障害をもつアメリカ人法（Americans with Disabilities Act of 1990,「ADA」） 
・1991 公民権法 (Civil Rights Act of 1991) 
・1997 障害者教育法 1997年改正法 (Individuals with Disabilities Education Act Amendment of 
1997) 












(1) これについては、下村哲夫・大江 健『大審院 教育関係判例総集成』全 5 巻 エムテ




・中野進『在学契約上の権利と義務「個人の尊重」を中心にすえて』三省堂 1999 年、 














(3) なお、本章は、群馬大学教育学部紀要（人文・社会科学編）第 56巻（2007年 3月）に
発表した吉田惠子・森部英生「障害児教育をめぐる裁判例」（249－277 頁）をもとにし
ている関係で、件数は平成 18年 1月現在のものである。 
(4) 坂本秀夫著『生徒懲戒の研究』学陽書房 1977年 20頁 
(5) 牧 柾名・今橋盛勝編著『教師の懲戒と体罰－学校教育と子どもの人権－』総合労働
研究所 1982年 21頁以下 
(6) 牧 柾名・今橋盛勝、他編著『懲戒･体罰の法制と実態』学陽書房 1992 年 30～31
頁 
(7) 天野正輝編『教育評価論の歴史と現代的課題』晃洋書房 2002年 1頁 
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化協会 1977年 20頁、291～293頁 
(10)『小学校･中学校死亡事故事例集』日本学校安全会 1979年、同『小学校・中学校廃疾
事故防止の留意点』同 1980年 




処分申請事件（東京地裁八王子支部平成元年 6 月 23 日決定 認容 判例時報 1323
号 97頁）、 
・学力試験には合格ラインに達していたが筋ジストロフィーのため入学不許可となっ
た少年の入学不許可処分執行停止申立事件（神戸地裁平成 3年 7月 22日決定 却下･
即時抗告 判例タイムズ 775号 92頁、大阪高裁平成 3年 11 月 15日決定 抗告棄却･
確定 判例タイムズ 780号 164頁）、 
・同入学不許可処分取消等請求事件（神戸地裁平成 4 年 3 月 13 日判決 一部認容･確
定 判例タイムズ 780号 141頁）、 
・車イス生徒の特殊学級入級措置処分取消訴訟（旭川地裁平成 5年 10月 26日判決 判
例タイムズ 853号 90頁、札幌地裁平成 6年 5月 24日判決 控訴棄却･確定 判例タ
イムズ 854号 102頁）。  
また、就学前教育では、 
・障害児保育所入所拒否国家賠償請求事件（さいたま地裁平成 16年 1月 28日判決 判
例地方自治 255号 78頁）、 
・町立幼稚園障害児入園不許可事件での仮の義務申し立て事件（徳島地裁平成 17 年 6
月 7日決定 判例地方自治 270号 48頁）、等々。 
(13) 小泉広子「普通学級における障害児の学習権保障－障害児の国家賠償請求訴訟」季刊
教育法 No.139 2003年 93頁 
(14) 森田洋司･清水健二『新訂版いじめ』（1994）金子書房 pp.43-46 
(15) 文部科学省初等中等教育局児童生徒課 国立教育政策研究所生徒指導・進路指導研究
センター『平成 18年以降のいじめ等に関する通知文と関連資料』 平成 24年 9月 
(16) 安藤房治『アメリカ障害児公教育保証史』風間書房 2001年 
(17) マーサ M．マッカーシー、ネルダ H．キャンブロン＝マカベ著 平原春好、青木宏治
訳『アメリカ教育法 教師と生徒の権利』三省堂 1991年 
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(18)Peter W. D. Wright, ESQ.Pamela Darr Wright, MA,MSW “ 
Wrhihtslaw:Special Education Law 2
nd
 Edition” Harbor Hoise Law Press,Inc.  
(19) 614"(5) provide assurances that the local educational agency or intermediate educational unit 
will establish, or revise, whichever is appropriate, a individualized education program for each 
handicapped child at the beginning of each school year and will then review and, if appropriate 
revise, its provisions periodically, but not less than annually; 
(20) "The term 'free appropriate public education' means special education and related services 
which (A) have been provided at public expense, under public supervision and direction, and 
without charge, (B) meet the standards of the State educational agency, (C) include an appro-
priate preschool, elementary, or secondary school education in the State involved, and (D) are 
provided in conformity with the individualized education program required under section 
614(a)(5).  
(21)  The term 'special education' means specially designed instruction, at no cost to parents or 
guardians, to meet the unique needs of a handicapped child, including  classroom instruction, 
instruction in physical education, home instruction, and instruction in hospitals and institutions.  
(PL94-142, Sec.4(a)(16) ) ) 
(22)  Hearing. " (1) Whenever a complaint has been received under paragraph (2)of this subsection, 
the parents or guardian shall have an opportunity for an impartial due process hearing which 
shall be conducted by the State educational agency or by the local educational agency or inter-
























した。なお、同事件に関する裁判は､同 No の下に①②…と続けて一括して示した。 
「登載誌」に用いた略号は次のとおりである。 
 
判時：判例時報 判タ：判例タイムズ 判自：判例地方自治 労旬：労働旬法 








№ 事 件 内 容 判 決 年 月 日 登 載 誌 
1 高教組聾学校校長交渉事件に対す
る暴行、住居侵入被告事件 
浦和地裁 昭和 37年 9月 29
日判決 無罪 
労旬 472 号 
2 聾学校教員の氏の変更許可申立 
 
盛岡家裁 昭和 44 年 4 月 8
日審判 




名古屋地裁 昭和 46 年 1 月
29 日決定、認容 




那覇地裁 昭和 49 年 12 月
26 日判決、棄却 
福岡高裁那覇支部 昭和 51








大阪地裁 昭和 50年 5月 27
日判 
決       
判タ 325 号 137 頁 





横浜地裁 昭和 51年 6月 23
日判決                      










大阪高裁 昭和 55年 8月 26
日判決、控訴棄却（確定） 
 





神戸地裁 昭和 60 年 10 月
17 日判決、無罪（控訴） 
判タ 583 号 40 頁 
判時 1179 号 28 頁 
７ 
③ 
甲山事件偽証被告事件① 神戸地裁 昭和 62 年 11 月
17 日判決、無罪（控訴） 
大阪高裁 平成 5 年 1 月 22
日判決、破棄差戻 
差戻し審判神戸地裁 平成
10 年 3 月 24 日判決、無罪(控
訴) 
判時 1272 号 51 頁 
 
判時 1561 号 141
頁 
 




62 年 11 月 17 日判決 
二審大阪高裁 平成 5 年 1
月 22 日判決 
差戻し審判神戸地裁  平成











札幌地裁 昭和 53年 1月 27
日判決、棄却（確定） 






那覇地裁 昭和 54年 3月 27
日判決、認容（確定） 










東京地裁 昭和 55 年 9 月９
日判決 
東京高裁 昭和 57年 1月 28
日判決、控訴棄却 







神戸地裁 昭和 57 年 12 月
16 日判決､一部認容(確定) 












神戸地裁 昭和 58 年 7 月 1
日判決 














大阪地裁 昭和 58年 9月 29
日判決、一部認容 
 
判タ 506 号 212 頁 





大阪地裁 昭和 58 年 12 月
20 日判決、一部認容 
判タ 515 号 195 頁 

















判タ 812 号 75 頁 







名古屋地裁 平成 8 年 2 月
19 日判決、一部認容･控訴 
判タ 905 号 70 頁 







東京地裁 昭和 60年 2月 14
日判決、棄却（確定） 
 








年 8 月 26 日判決、有罪（控
訴） 








静岡地裁 昭和 63 年 2 月 4
日判決、一部認容・確定 





大分地裁 昭和 63 年 3 月 28
日判決 
福岡高裁 平成２年 4 月 26
日原判決取消･認容･確定 





京都地裁 平成元年 1 月 11
日決定、却下(確定) 










元年 6 月 23 日決定 
 




大阪地裁 平成元年 7 月 27
日判決、一部認容・控訴 
判タ 714 号 85 頁 






東京地裁 平成 2 年 1 月 26
日判決、棄却 









東京地裁 平成 2 年 6 月 11
日判決、一部認容、一部棄
却（控訴） 







京都地裁 平成 2 年 7 月 18
日判決、一部認容・確定 






京都地裁 平成 3 年 4 月 12
日判決、却下、請求破棄・
控訴 
判タ 774 号 153 頁 








神戸地裁 平成 3 年 7 月 22
日決定、却下・即時抗告 
大阪高裁 平成 3 年 11 月 15
日決定 
抗告棄却・確定 
判タ 775 号 92 頁 
判時 1392 号 37 頁 






神戸地裁 平成 4 年 3 月 13
日判決、一部認容・確定 
 
判タ 780 号 141 頁 










横浜地裁 平成 4 年 3 月 5
日判決、一部認容・控訴 
東京高裁 平成 6年 11月 29
日判決、一部変更（確定） 
判タ 789 号 213 頁 
判時 1451 号 147
頁 
 








年 3 月 25 日判決 
 
判時 1438 号 107
頁 






















名古屋地裁 平成 5 年 6 月
21 日判決、一部認容・控訴 
名古屋高裁 平成 7 年 11 月
27 日判決 原判決取消・棄
却（上告） 
最高裁 平成 10 年 11 月 9
日上告棄却、確定 
判タ 838 号 255 頁 
判時 1487 号 83 頁 
 






旭川地裁 平成 5年 10月 26
日判決、一部認容･控訴棄
却、確定 
札幌高裁 平成 6 年 5 月 24
日判決、控訴棄却･確定 
判タ 853 号 90 頁 
判時 1490 号 48 頁 
 
判タ 854 号 102 頁 










年 5 月 17 日判決、有罪（控
訴） 
広島高裁 平成 9 年 7 月 15
日判決、破棄自判(上告) 
判時 1535 号 30 頁 
 
 












年 11 月 17 日判決、一部認
容、一部棄却(控訴) 
 







東京地裁 平成 7 年 4 月 20
日判決、棄却 
 
労判 687 号 88 頁 
33 養護学校教員の腰椎分離症公務外
認定処分取消請求事件 
大阪地裁 平成 7 年 6 月 12
日判決、認容･確定 









東京地裁 平成 8 年 1 月 26
日判決、棄却(控訴) 
 










浦和地裁 平成 8 年 3 月 18
日判決、棄却･控訴 
 








東京地裁平成 8 年 11 月 26
日判決、 







横浜地裁 平成 9 年 1 月 16
日判決、却下･控訴 
 






大阪地裁 平成 9年 10月 29
日判決、認容･確定 
 












判タ 971 号 118 頁 





横浜地裁 平成 10年 3月 18
日判決、一部認容･一部棄
却･確定 
判自 179 号 60 頁 
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横浜地裁 平成 11年 1月 25
日判決、一部却下一部棄却
（確定） 






年 2 月 1 日判決、一部認容、
一部棄却(確定) 
 





浦和地裁 平成 11 年 3 月 1
日判決、一部認容･確定 
 






平成 11 年 9 月初公判 
毎日新聞平成 11







年 6 月 21 日判決、東京高裁 




京都地裁 平成 11 年 7 月 9
日判決、容認（確定） 







大阪地裁 平成 12年 2月 17
日判決、棄却(控訴) 




判時 1741 号 101
頁 
判タ 1054 号 145
頁 














鹿児島家裁 平成 12 年 3 月
決定、抗告 
福岡高裁宮崎支部、平成 12
年 5 月破棄差戻し 


















東京地裁 平成 12 年 12 月
20 日判決、認容(確定) 







千葉地裁 平成 13年 1月 27















東京地裁平成 13 年 3 月 22
日判決 
東京高裁 平成 14年 1月 28
日判決、控訴棄却(上告) 
 










判タ 1087 号 117
頁 








大阪地裁 平成 14年 1月 18
日判決､一部認容、一部棄
却･控訴 
大阪高裁判決 平成 15 年 5







横浜地裁 平成 14年 7月 30
日判決、認容 
裁判所 HP 
58 障害を持つ中 1 女子の小 1～３当
時の学習指導要録と就学指導調査
個票開示を求める訴訟 







岡山家裁、平成 15 年 5 月 8
日審判、承認（確定） 






成 15 年 10 月 8 日審判、承
認（即時抗告） 
東京高裁 平成 15 年 12 月
26 日決定、変更確定） 
家月 56 巻 9 号 38
頁 
 








さいたま地裁 平成 16 年 1
月 28 日判決 一部認容・一
部棄却（確定） 
 
判自 255 号 78 頁 
賃社 1365 号 48 頁 
保育情報334合20
頁季刊教育法 144




東京地裁判決平成 16 年 3 月
24 日 
東京高裁 平成 17年 3月 25
日判 
決、一部取消(上告) 
判時 1852 号 3 頁 







16 年 10 月 28 日判決 
新潟地裁に係る東京高裁平




賃社 1382 号 46 頁 
 
64 ＰＴＳＤと診断された 8 歳女児の
児童養護施設入所承認申立事件 
千葉家裁松戸支部 平成 16
年 6 月 16 日審判、承認（即
時抗告棄却･確定） 
家月 56 巻 12 号






大分地裁 平成 16年 7月 29
日判決、一部認容・控訴 
 





広島地裁 平成 17 年 3 月 3
日判決、原告側勝訴 
広島高裁 平成 18年 2月 22
日判決、国側勝訴 












福岡地裁 平成 17年 4月 27
日判  決 
朝日新聞縮刷版 
69 知的障害の女児 2 名に教師による
強制わいせつ事件 
千葉地裁 平成 17年 4月 28
日判決 無罪､控訴 









平成 17 年 5 月 18 日 





平成 17 年 6 月 7 日 





















平成 17 年 10 月 27 日 
賃社 1409･1410 合
併 





















東京地裁 平成 18年 1月 25
日決定、認容（確定） 






















特別支援教育をめぐる裁判例の 2013（平成 25）年 9 月末現在の一覧を以下に追加する。





判時：判例時報  判タ：判例タイムズ  判自：判例地方自治 
 
№ 事件内容 判決年月日 登載誌 
1 知的障害のある都立定時制高校生
の退学処分取消請求事件 
東京地裁 平成 17 年 9 月 27
日判決  
 












（前判例一覧 no.77 と同事件） 









東京地裁 平成 18 年 7 月 25
日判決 





東京地裁 平成 18 年 8 月 25
日判決 
 







東京高裁 平成 18 年 19 月
25 日判決 
裁判所 HP、判









神戸地裁 平成 19 年 2 月 23
日判決 
 












東京地裁 平成 19 年 3 月 14
日判決 




静岡地裁 平成 19 年 3 月 22
日判決 




大阪地裁 平成 19 年 8 月 10
日決定 
大阪高裁 平成 20 年 3 月 28
日 
Lexis AS ONE 
 
Lexis AS ONE 
12 知的障害児施設に一時入所中児童
の児童福祉施設入所承認申立事件 
大阪家裁 平成 19 年 8 月 21
日審判 
 
Lexis AS ONE 
13 都立養護学校長懲戒処分等取消請
求事件 









大阪地裁 平成 20 年 3 月 27
日決定 
大阪高裁 平成 20 年 7 月 23
日 
判自 320 号 19 
頁 
 













大阪地裁 平成 20 年 7 月 18
日決定 




大阪地裁 平成 21 年 1 月 30
日決定 















東京地裁 平成 21 年 3 月 12
日判決 
東京高裁 平成 23 年 9 月 16
日 
Lexis AS ONE 
 




奈良地裁 平成 21 年 6 月 26
日決定 





大阪地裁 平成 21 年 11 月
25 日 





東京高裁 平成 22 年 3 月 24
日 





仙台高裁 平成 23 年 10 月
26 日 






東京地裁 平成 24 年 10 月
31 日判決 
Lexis AS ONE 
24 
② 
同 停職処分取消等請求控訴事件 東京地裁 平成24年11月７
日 
 
Lexis AS ONE 
25 聾学校中学部配属の条件付採用教
員の免職処分効力停止申立事件 







大阪地裁 平成 24 年 7 月 4
日 
 





















例えば『新版 社会保障・社会福祉判例大系（全 4冊）』（加藤智章、他編集 旬報社 2009
年）では、「措置制度」から「保育所方式」への移行に伴う判例が扱われている（第４巻「社
会福祉・生活保護」）が、保育裁判に関してまとまった項目はない。また、『社会保障判例
































笛恵子編著 新日本法規 平成 22年）がある。 
保育事故判例に着目した判例分析では、坂田仰 ・山田知代「幼稚園・保育施設における
子どもの事故に関する裁判例の動向 : 「量的」変化に着目して 」樹下道 : 家政学専攻研
究 (3), 2-11, 2011）や、小沢文雄「保育活動にともなう事故と保育者の安全配慮義務--
保育活動にともなう事故の判例の分析・検討を中心として」東海学園大学研究紀要 人文科





































分類 判例 NO． 
１ 保育のあり方をめぐる
裁判 44例 
1, 4, 5, 9, 10, 11, 16, 20, 22, 23, 28, 30, 32, 33, 
34, 35, 37, 42, 43, 44, 47, 49, 50, 53, 54, 55, 58, 
59, 60, 62, 64, 67, 68, 69, 73, 75, 82, 85, 89, 99, 




2, 7, 8, 12, 14, 15, 17, 18, 19, 24, 25, 26, 27, 
29, 31, 36, 38, 40, 41, 45, 46, 56, 66, 70, 71, 72, 
76, 77, 79, 80, 81, 83, 84, 86①, 86②, 87, 88, 90, 
92, 94, 97, 98, 100, 102, 104, 105, 108, 111, 112, 




3, 6, 13, 21, 39, 48, 51, 52, 57, 61, 63, 65, 74, 

























ようなものがある。無認可保育園の乳幼児死亡事故(東京地裁 昭和 54年 7月 18日判決)、
託児所における幼児死亡事故（高知簡裁 昭和 58 年 1 月 17 日判決）、保育中の乳幼児窒
息死（名古屋地裁 昭和 59 年 3 月 7 日判決）、保育を委託された幼児の急死（東京地裁 
昭和 59 年 9 月 6 日判決）、無認可保育園の午睡時の窒息事故（千葉地裁松戸支部 昭和
63 年 12 月 2 日判決）、保育園での生後 6 か月の乳児窒息死（横浜地裁 平成 3 年 9 月 25
日判決）、無認可保育所の乳幼児の窒息死（千葉地裁 平成 4 年 3 月 23 日判決）、保育施
設乳児死亡事故（東京地裁 平成 4 年 5 月 28 日判決）、保育委託中の乳児窒息死（東京
地裁 平成 4 年 6 月 19 日判決）、 25 分間隣室での作業中の乳幼児の放置事故（千葉地
裁 平成 5 年 12 月 22 日判決）、保育中の幼児死亡事故（京都地裁 平成 6 年 9 月 22 日
判決）、無認可保育所での乳児窒息死（東京地裁 平成 15 年 1 月 22 日判決）、保育園入
園中の生後 4 か月女児の死亡事故（福岡地裁 平成 15 年 1 月 30 日判決）等々。これら
のの多くは、保育士が監視義務を怠ったとされる事例である。 
 





損害賠償請求事件（京都地裁昭和 50 年 8 月 5 日判決 判例タイムズ 332 号 311 頁）であ
る。 
Ａは風邪をひきやすく、それがもとで下痢を起こすことが多く、保育所在籍 72 日間中、

































成 25 年 1 月 18 日）は、平成 24 年 1 月１日から 12 月 31 日までに、保育施設において発
生し、死亡事故や治療に要する期間が 30 日以上の負傷や疾病を伴う重篤な事故等で報告
のあったものを集計している。それによると、報告件数 145 件中、負傷等は 127 件（う
ち５歳 48 名）、死亡事例が 18 件（うち 0 歳 10 名）である。事故の発生場所は、保育施
設の室外が 65 名と多く、死亡事故は保育施設の室内が 16 名、室外が１名、園外が 1 名
である。また、負傷等で最も多いのが、骨折で 96 件、火傷 2 件、意識不明 1 件、その他、
指の切断、唇、歯の裂傷等が 28 件である。 
独立行政法人日本スポーツ振興センターの『学校の管理下の災害 25』では、平成 23
年度災害共済給付の対象（治療費 5000 円以上）となった負傷・疾病、死亡事故の件数が
















































































態調査（質問紙調査）である。調査は、平成 21 年 10 月現在都内に所在する認可保育所、





















求を起こした事案である（横浜地裁平成 24 年 10 月 30 日判決 裁判所 HP）。 
Ａの食物アレルギー（特に卵）は職員に周知徹底されていたが、朝食のおかわりで、
職員は卵が含まれる本ちくわ（1 本の 10 分の 1）を誤ってＡに与えた。その後、4～5 時
間経過し、ぐったりとし手足にチアノーゼの出ている A を救急搬送したが、死亡が確認
された。判決は、Ａの死因はちくわを食べたことによるアナフィラキシーショックであ



























間保育所の設置認可等について」平成 7 年 6 月 28 日児発 642 号 改正平成 12 年 3 月 30

















































































いても「虐待を放置した」とし、区と保育ママに計約 737 万円の賠償を命じた。 
「保育ママ」の裁判はこのほかにも、保育ママに預けられた当時１歳 11 ヶ月の子ども
が乗用車の窓枠に首を挟まれて重体となったパワーウインド首挟み事件があり、元保育































52 年 5 月 19 日）、保育所入所措置解除処分取消請求事件判決（福岡地裁昭和 52 年 12 月
23 日）、保育所入所が認められなかった処分の損害賠償請求事件判決（福岡地裁小倉支
部昭和 55 年７月８日）等、10 件ほど見られる。2008（平成 18）年には気管支切開手術











私立保育所廃止処分取消等請求事件判決（大阪地裁平成 16 年 5 月 12 日、同控訴審判
決 大阪高裁平成 18 年 1 月 20 日）、市各保育所廃止処分取消等請求事件判決（大阪地裁
平成 17 年 1 月 18 日、同控訴審判決 大阪高裁平成 18 年 4 月 20 日）、市条例による市立
保育所の廃止処分取消請求事件判決（横浜地裁平成 18 年 5 月 22 日、同控訴審判決 東
京高裁平成 21 年 1 月 29 日上告）、市立保育所民間委託につき児童保護者らが起こした保
育所廃止処分の仮の差止申立事件決定（神戸地裁平成 19 年 2 月 27 日、同仮の差し止め
決定に対する抗告事件決定 大阪高裁平成 19 年 3 月 27 日）等々。 





















































「原告らは、平成 4 年に地方公務員に週休 2 日制が導入され、正規職員の休暇日に稼
働する保育士として採用された保育士資格を有する特別職非常勤職員である。当該自治
体は平成 13 年、行財政化企画の施策展開として、5 か年計画を策定し、平成 15 年度、






















園で、当時 19 名の児童に保育士が 2 名の配置で、児童福祉施設最低基準を満たしていな





























































































判時：判例時報  判タ：判例タイムズ  判自：判例地方自治   労旬：労働旬法 
 
 





東京高裁 昭和 40 年 6 月
17 日判決 
 
























松山地裁 昭和 46 年 8 月
30 日判決 




京都地裁 昭和 46 年 12 月
8 日判決 



















名古屋地裁 昭和 48 年 6
月 27 日判決 










和歌山地裁 昭和 48 年 8
月 10 日判決 
 





鳥取地裁 昭和 48 年 10 月
12 日 判決 
 




名古屋地裁 昭和 49 年 3














50 年 9 月 6 日決定 
 





東京高裁 昭和 51 年 2 月
20 日決定 







名古屋地裁 昭和 51 年 9
月 3 日判決 




15 保育所設置費国庫負担金請求訴訟 東京地裁 昭和 51 年 12 月
13 日判決 
 




鳥取地裁 昭和 51 年 12 月
16 日判決  
 
 





















大阪地裁 昭和 53 年 5 月
26 日判決 





















東京地裁 昭和 54 年 7 月
18 日判決 
東京高裁 昭和 57 年 7 月
14 日判決 















東京地裁 昭和 55年 3月 4
日判決 
東京高裁 昭和 57 年 9 月 
14 日判決 

























東京高裁 昭和 55 年 7 月
28 日判決 
判タ 419 号 44
頁 
判時 972 号 3
頁 
28 精神薄弱施設入所の児童 2 名の浄
化槽内死亡事故損害賠償控訴附帯
控訴事件 




29 保育所措置変更処分取消請求事件 東京地裁 昭和 56 年 1 月
20 日判決 
 




宇都宮地裁 昭和 56 年 5



























名古屋地裁 昭和 59 年 3
























37 甲山事件 殺人被告事件 神戸地裁 昭和 60 年 10 月
17 日判決 




38 保育所入所措置処分取消請求事件 仙台地裁 昭和 61 年 7 月
29 日判決 
 





神戸地裁 昭和 61 年 11 月
26 日判決 






40 保育所の入所に 6 ヶ月の期間を定
めることの当否の入所措置処分取
消請求事件 











42  無認可保育園の午睡時の窒息事故 千葉地裁松戸支部 昭和











事故 親権者の責任 長崎地裁福江支部 昭和






大阪地裁平成 1 年 5 月 10
日判決 







東京高裁 平成 1年 9月 27
日判決 
最高裁 平成 2 年 7 月 20
日判決 

























東京地裁 平成 3年 4月 23
日判決 
 
判タ 767 号 96
頁 
50 保育園での生後 6 か月の乳児窒息
死(突然の心肺停止)の損害賠償請
求事件 





















































東京高裁 平成 5年 1月 27
日判決 




































神戸地裁 平成 10 年 3 月
24 日、30 日判決 
 















10 年 12 月７日判決 





大阪地裁 平成 12 年 4 月
28 日判決 








大阪地裁 平成 12 年 9 月
28 日判決 










































さいたま地裁 平成 14 年

















福岡地裁 平成 15 年 1 月
30 日判決 
 





























東京地裁 平成 15年 8月 8
日判決 







さいたま地裁 平成 16年 1
月 28 日判決 
 





横浜地裁 平成 16 年 3 月
22 日判決 























大阪地裁 平成 16 年 5 月
12 日判決 









大阪地裁 平成 17 年 1 月
18 日判決 
 










名古屋地裁 平成 17 年 3
月 29 日判決 
 
名古屋高裁 平成 18 年 2
























































横浜地裁 平成 18 年 5 月
22 日判決 
東京高裁 平成 21 年 1 月
29 日判決 




判自 284 号 42
頁 







東京地裁 平成 18年 6月 8
日判決 




































宇都宮地裁 平成 19 年 2












神戸地裁 平成 19 年 2 月
27 日決定 
 












横浜地裁 平成 19年 3月 9
日決定 
 









さいたま地裁 平成 19年 3




和歌山地裁 平成 19 年 6






さいたま地裁 平成 19年 6












名古屋地裁 平成 19 年 9





























さいたま地裁 平成 20年 5













21 年 1 月 27 日判決 
 

















さいたま地裁 平成 21年 6
月 24 日判決 







名古屋高裁 平成 21 年 7






横浜地裁 平成 21 年 7 月
15 日判決 










名古屋地裁 平成 21 年 11








さいたま地裁 平成 21 年














高知地裁 平成 22 年 3 月
23 日決定 
 
Lexis AS ONE 
119 市営保育所の運営民間委託損害賠
償請求事件 
大阪地裁 平成 22 年 4 月
15 日判決 
 













東京地裁 平成 22 年 10 月
15 日判決 






















山形地裁 平成 24 年 1 月
25 日判決 
 
Lexis AS ONE 
125 保育士試験非開示決定処分取消請
求事件 
東京地裁 平成 24 年７月
19 日判決 
 
Lexis AS ONE 
126 保育士の児童ポルノ製造、及び保
育施設女児強制わいせつ被告事件 
富山地裁 平成 24 年 10 月
11 日判決 












































































和 22 年）、身体障害者福祉法(昭和 24 年)の制定が続き、1951(昭和 26)年にはこれら「社
会福祉事業の全分野における共通的基本事項を定め」るべく、社会福祉事業法が成立し
た。以後、昭和 30 年代には精神薄弱者福祉法(昭和 35 年)、老人福祉法(昭和 38 年)、母































































































さらに保護者からの苦情の解決に関しては、2009（平成 21）年 3 月 28 日の厚生労働
省告示「保育所保育指針」（平成 21 年 4 月 1 日から適用)には、第 1 章総則４「保育所の
社会的責任(3）」において、「保育所は、入所する子ども等の個人情報を適切に取り扱う
と共に、保護者の苦情などに対し、その解決を図るよう務めなければならない」と明記


















































2003（平成 15）年度の調査研究によると、全国の 82％（公営 70.4％ 民営 92.3％）に
苦情処理の仕組みが整備され、法改正から数年で保育所の苦情処理システムがほぼ整備
されたことが認められる(16)。 
 沖縄県の例を見ると、2008（平成 20）年の県内 688 ヶ所の事業所を対象にした調査(17)
では、公立 114、私立 172 の保育所中、「苦情受付担当者」及び「苦情解決責任者」の設
置状況はともに 100％である。「第三者委員」のは 92.3%が設置、7.7％が未設置であり、








接・電話・書面等による受付 73.2％、アンケートの実施 16.4％、その他 4.2％、定期的
な相談日の開設 0.2％である。これ以外にも連絡帳での苦情・要望も当然あると思われ
る。 
2007（平成 19）年度の苦情受付件数は保育所で 514 件あり、その内訳は、職員の言動・
態度 24.4％、施設等の設備 17.7%、その他 43.8％である。第三者委員が関わったケース
は 17 件（3.1％）であった。保育所のトラブルに第三者委員が関わることは非常に少な
く、多くが保育所内で解決していることがある。因みに児童養護施設は 104 件と多い。 









































































































































































































































































































情件数は、総受付件数 2,554 件数中 219 件（8.6％）である。ここでの「児童」は保育所
と保育所以外（児童養護施設、児童自立支援施設、助産施設、肢体不自由児施設、重症
心身障害児施設、母子生活支援施設）にいる子ども達を含めた数値である。障害 1,119
件（43.8％）、老人 991 件（38.8％）その他 225 件（8.8％）の中で「児童」は最も少な
い。 
苦情受付の制度が始まった平成 12 年度の受付総数が 461 件、児童が 33 件（7.2％）、
翌 13 年度の総受付件数は急激に増加して、1,335 件、うち児童が 137 件（10.3％）、そ




になる。2008（平成 20）年度の都道府県別内訳は、東京都 40 件、次いで愛知県 15 件、





苦情の種類は、件数の多い順から、職員接遇 82 件、サービスの質や量 53 件、説明・
情報提供 35 件、その他 20 件、権利侵害 13 件、被害・損害 11 件、利用料 5 件である。 
 
（１）東京都運営適正化委員会での対応 
 苦情処理件数が全国で最も多い東京都運営適正化委員会の 2007（平成 19）年度事業報
告を見てみる。同委員会は運営監視及び苦情解決の 2 つの各合議体からなる。苦情解決
合議体は、委員 4 名と臨時委員 2 名、苦情解決合議体委員長、副委員長各 1 名、全体会
（運営監視・苦情解決）委員長、副委員長（苦情解決合議体委員長兼任）各 1 名の計 10
名で構成される。所属の内訳は大学教授 5 名、日本教育会会長 1 名、弁護士３名、都立




平成 19 年度の苦情等の受付概況は、苦情・相談 377 件（来所 17 件、書面・電話等 360
件）、うち、苦情の新規受付は 30 件（苦情解決合議体 29 件、運営監視合議体 1 件）、相
談が 347 件である。その他、区市町村・事業者支援の問い合わせ等 177 件で、計 554 件
の相談を受け付けた。困難ケースの対応には都内 3 弁護士会と連携し、19 件を弁護士会

















































































































(1) “The Random House Dictionary of the English Language”, Random House, New 
York, 1966 
(2) “The Bantam New College Latin & English Dictionary 3rd edition” Bantam Dell, 
New York, 2007 
(3) “Barron’s Dictionary Legal Terms Third Edition” Barron’s , 1998 
(4) 「国民生活に関する世論調査」（平成 21 年 6 月）では、30 代の女性の 44.5％が、時
間的にゆとりがないと答えている。 
(5) 久田則夫「社会福祉における権利擁護の視点に立つ新たな援助論－『利用者主体の





改革について（中間まとめ）」平成 10 年 6 月 17 日、中央社会福祉審議会社会福祉構
造改革分科会「社会福祉基礎構造改革を進めるに当たって（追加意見）」平成 10 年





13 歳以下の児童など。昭和 4 年、救護法で廃止。（『児童福祉法成立資料集成 上巻』
児童福祉法研究会編集 ドメス出版 pp.166～167） 
(8) 前掲書 pp.167～170 
(9) 老人福祉法改正による医療保険の自己負担を公費でまかなう老人医療費の無料化。
その後老人保健法（昭和 57 年法律第八十号）により、見直しが図られた。 
(10)「逗子市立保育園における苦情解決実施要綱」 平成 17 年 7 月 1 日施行 
(11) 「小諸市立保育園に於ける苦情解決に関する要綱」 平成 14 年 12 月 27 日 告示
第 69 号 
(12) 「日野市立保育園・児童館の苦情可決に関する要綱」 平成 17 年 10 月 
(13) 「七尾市立保育園に於ける保育サービスに関する苦情解決事務処理要綱」平成 16
年 10 月 1 日 告示第 113 号 
(14) 社会福祉法人あそか会あそか保育園苦情解決実施要綱 
(15) 社会福祉法人全国社会福祉協議会全国保育協議会「保護者とのよりよい関係づくり
をめざして 保育サービスの苦情解決に向けてのマニュアル」平成 13 年初版、平
成 18 年改定第１版、61p 
(16) 「改正保育制度思考の実態及び保育所の運営管理に関する調査研究報告書平成 15
年度」Ⅲ研究員の考察３（４）苦情解決の仕組みの整備及びその機能・第三者評価 
(17) 沖縄県福祉サービス運営適正化委員会「平成 20 年度『苦情解決の仕組みの整備及
び苦情受付に関するアンケート』調査結果 
(18) 全国社会福祉協議会企画部「運営適正化委員会の機能と動向~苦情解決を中心に～」
月間福祉 MARCH2003．pp.31-33 全国社会福祉協議会 
(19) 幼稚園・保育所の運営研究会編『幼稚園・保育所の運営トラブル解決事例集 １・
２』 第一法規 加除式 平成 14 年 
(20) 同上 第一巻 171 頁以下 
(21) 東三国丘保育園「苦情・相談報告平成 16 年度」第二期（7 月~9 月） 




(23) 同上。平成 17 年度第二期（7 月~9 月） 
(24) 樫山保育園 「苦情処理規定による報告 2009 年５月 16 日受付 
(25) 大坪保育園「苦情処理受付報告書」平成 19 年度報告 平成 19 年 8 月 24 日受付 
(26) 大阪 YWCA 大宮保育園 同上 2008 年度 7 月 3 日申立て 
(27) あそか保育園 「苦情解決報告」平成 18 年 
(28) 東三国丘保育園 同上。平成 16 年度第三期（10 月～12 月） 
(29) みたち保育園「苦情処理について（平成 20.６.25 発信）」 平成 17 年 12 月 2 日受
付 
(30) 「苦情・相談」あかつき保育園平成 18 年度第四期（1 月～3 月） 
(31) 大阪 YWCA 大宮保育園 同上 2005 年度 4 月 25 日申立て  
(32) 社会福祉法人旭福祉会（富士市）「若草保育園平成 18 年度 苦情・意見、受付状況
と改善報告」ケース C5 月 
(33) 東三国丘保育園 同上。平成 18 年度第一期（4 月～6 月） 
(34) 社会福祉法人大五京 苦情処理ネットワーク 2009 年 4 月 1 日～6 月 30 日＜拓北
ひまわり保育園＞ 
(35) 久玉保育園（熊本県天草市）苦情処理結果報告 平成 19 年度 
(36) 社会福祉法人やまもも福祉会 高松保育園 苦情処理のお知らせ 平成 20 年 6 月
受付  
(37) 上賀茂保育園 同上 平成 18 年 10 月受付 
(38) 社会福祉法人やまもも福祉会 高松保育園 苦情処理のお知らせ 平成 21 年 4 月
15 日付 平成 20 年 8 月受付 
(39) 北海道福祉サービス運営適正化委員会 苦情解決体制の整備状況に関する調査結
果 平成 19 年 7 月 1 日現在 
(40) 北海道福祉サービス運営適正化委員会 同上 
(41) 社会福祉法人釜石愛育会 平成 18 年度苦情処理公開 
(42) 社会福祉法人やまもも福祉会 高松保育園 苦情処理のお知らせ 平成１８年１
２月受付 
(43) みたち保育園「苦情処理について（平成 20.6.25 発信）」平成 18 年 7 月 31 日受付 
(44) 北海道福祉サービス運営化委員会「苦情解決体制の整備状況に関する調査結果」平
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委員会事業より） 
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(46) 同上 平成 21 年 1～3 月受付 
(47) 曽根保育園 「苦情解決公表ページ」事案は 2005 年 9 月 1 日苦情申請 
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(51) 同上 平成 17 年 6 月受付 
(52) 同上 平成 18 年 7 月受付 
(53) 同上 平成 18 年 10 月受付 
(54) 水落保育園 苦情処理対応 平成 20 年 10～12 月受付 
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・ 沖縄県福祉サービス運営適正化委員会「平成 19 年度『苦情解決の仕組みの整備及
び苦情受付に関するアンケート』調査結果」 平成 20 年 3 月 
・ 沖縄県福祉サービス運営適正化委員会「平成 20 年度『苦情解決の仕組みの整備及
び苦情受付 に関するアンケート』調査結果」平成 20 年 12 月 













県における取り組みを通じての考察―」地域福祉研究 no.30 2002 年 pp.77－90 
(58) 社会福祉法人東京都社会福祉協議会福祉サービス運営適正化委員会「福祉サービス
運営適正化委員会事業報告（平成 19 年度）」pp.４－10 
(59) 福）東京都社会福祉協議会 福祉サービス適正化委員会事務局 関係機関用資料
「福祉サービスの苦情相談に対応するために~東京都独自の制度“苦情対応機関”と
は」 より、「東京都内各区市町村の主な『苦情対応機関等』」（平成 20 年 5 月現在） 
(60) 社会福祉法人東京都社会福祉協議会福祉サービス運営適正化委員会「福祉サービス
運営適正化委員会からの提言 平成 20 年度」平成 20 年 5 月 pp.4～5 
(61) 島根県運営適正化委員会 「平成 19 年度事業報告書」4．受付した苦情案件の概要   
№15 
(62) 平成 20 年度かながわ福祉サービス運営適正化委員会事業報告書  
(63) 社会福祉法人東京都社会福祉協議会福祉サービス運営適正化委員会「福祉サービス
運営適正化委員会事業報告（平成 19 年度）   p.18 
(64) 同上 田中幹夫 ｐ.35 
(65) 栃木県福祉サービス運営適正化委員会苦情相談受付状況（平成 20 年 4 月～平成 21






































































































15）年の「裁判の迅速化に関する法律」以来、迅速化が図られ、07（平成 19）年 7 月公
表の最高裁判所の報告によれば、06（平成 18）年中に終了した民事第一審訴訟事件全体
の平均審理時間は 7.8 月、証人尋問や当事者尋問の人証調べを実施した事件の平均審理
期間は 18.8 月で、2 年を超えたものは全体の 5.5％である。また、高等裁判所の民事控














例えば障害児の「普通学校」への入学をめぐる裁判（東京地裁昭和 55 年 9 月 9 日判決、



















害賠償を請求した事案で、Ａの請求を一部認容した判決がある（静岡地裁昭和 63 年 2












































た裁判事例は存在した（例えば、東京地裁平成 3 年 2 月 5 日判決 判例タイムズ 766 号

































































































































































































て提訴に及んだ。判決は市の賠償責任を認めた（大阪地裁平成 17 年 11 月 4 日判決 判










３ ＡＤＲ（Alternative Dispute Resolution） 
 
（１）ＡＤＲの沿革 
























































































ているのは、スポーツに関しての日本スポーツ仲裁機構（Japan Sport Arbitration 
































































































































































































































































































































相当の期間を経過しても調停が成立しないときは調停を打ち切ることができる（第 8 条）。 
 同法制定の約 3 週間後に公布された同法施行令は、さらに具体的な条項を用意した。



















 上記調停法が失効して 4 半世紀ほど後の 1986 年 4 月、臨時教育審議会は第二次答申に


































ドボカシー制度要綱」第 1 条、第 2 条）。相談員は、保護者からの申し出があったときは
調査を行い、また自己の発意に基づいて事案を取り上げ、さらにこれら事案についてア
ドボカシー審査会に報告し意見を述べる（第 6 条、第 10 条）。審査会は、審査の申し出
があった事項を審査し、結果を市長に報告（第 10 条）、市長はこの報告を受けて必要と
認めるときは、市立学校に対して是正等の勧告を行うのである（第 12 条）。 








を行うのは弁護士で（第 2 条）、相談の方法は弁護士事務所における面談である（第 5







































文部科学省の調査(34)によると、2010 年 8 月現在、「学校問題解決支援チーム」等の名
称で専門家チームを設置しているのは、千葉・東京・神奈川・石川・兵庫・山口・高知・
長崎・大分・沖縄の 10 都県と、さいたま・横浜・京都・堺・北九州・取手・北本・福井・






 2012 年 7 月から 8 月にかけ、これら 21 都県市の教育委員会を対象にアンケート調査
を実施した。回答を寄せた 11 自治体（回収率 52.4％）の回答内容は概略次のようであ
る。まず、相談・苦情等の受付件数については、最も多いもので年間 145 件、最も少な
いもので 0 件、多くは年間 1 ケタであり、「非公表」「統計なし」とする自治体もある。 
次に解決件数については、最も多いもので年間 11 件、最も少ないもので 0 件、他は 1
件か 2 件程度であるが、11 自治体のうち 6 自治体が無回答か「分類していない」「統計
なし」であった。事例公表については、公表していないが 9、無回答が 2 であった。ま
た他自治体・チームとの事例の情報交換については、していない 9、無回答 2 である。
規程類の制定状況については、制定しているが 7、していないが 2、担当職員については、
兼任のみが 5、兼任及び非常勤が 2、専任が 1、無回答が 3 であった。他自治体・チーム
との連絡・連携・協力については、している 1、していない 6、検討中 1、予定なし 1、








































































































(1) 川島武宜著『日本人の法意識』岩波新書 1967 年 125 頁 
(2) 訴訟に係る弁護士費用は、着手金・報酬金・実費などからなるが、日本弁護士連合
会『アンケート結果にもとづく市民のための弁護士費用の目安』（2006 年）によれ
ば、例えば、建物明渡・強制執行にあっては着手金 20～50 万円・報酬金 60～100
万円、勤労者の懲戒解雇の地位保全仮処分にあっては着手金 20～30 万円・報酬金
30～50 万円、などとなっている。 
(3)「裁判の迅速化に係る検証結果の公表について」 裁判所ウエブサイト 参照 
(4) 上毛新聞 2008 年 2 月 14 日 
(5) 本稿では、姉崎洋一他編修『解説教育六法 2007』三省堂 の訳に拠った。 
(6) 朝日新聞 2007 年 12 月 30 日 
(7) 以下この段落は、山本和彦・山田 文『ＡＤＲ仲裁法』 日本評論社 2008 年 33
～35 頁に負うところが多い。 
(8) 日本近代法制史研究会編『日本近代法１２０講』 法律文化社 1992 年 73～74 
  頁 
(9) 川島武宜『日本人の法意識』 前出 170 頁ほか 
(10) 石川明『調停法学のすすめ ―ＡＤＲ私論― 』1999 年 信山社 9 頁 
(11) 山本・山田『ＡＤＲ仲裁法』 前出 262 頁。以下この段落は、同書に負うところ
が多い。 
(12) ＪＳＡＡについては、森部『教育トラブルの解決・処理』 ぎょうせい 2007 年  
180 頁以下を参照されたい。 




(14) 小島武司『ＡＤＲ・仲裁法教室』 有斐閣 2001 年 7～26 頁、廣田尚久『紛争解
決学（新版増補）』 信山社 2006 年 88～101 頁、301～303 頁、等。 
(15) 高橋 裕「ＡＤＲの生成」 和田仁孝編『法社会学』 法律文化社 2006 年 276
～277 頁 
(16)(17) 原後山治「弁護士会仲裁制度一一年と ADR を考える －司法制度改革審議会意
見書（ADR 意見）に応える－」（第二東京弁護士会 紫水会 20 周年記念誌登載）2001
（平成 13）年 12 月  
(18) 山本和彦・山田 文『ＡＤＲ仲裁法』日本評論社 2008 年 97 頁 
(19) なお、本稿は廣田尚久『紛争解決学（新装増補版）』（信山社 2006 年）に負うとこ
ろが少なくない。 
(20) 例えば、同上 166 頁以下 
(21) 同上 143 頁 
(22) 我妻栄『民法案内Ⅰ』日本評論新社 昭和 31 年 172 頁 
(23) 小山昇『民事調停法（新版）』有斐閣 1977 年 69 頁 
(24) 兼子 仁『教育法（新版）』有斐閣 昭和 38 年 40 頁以下 
(25) 我妻『民法案内Ⅰ』前出 153 頁 






№164 平成 22 年 3 月 72-4 頁 をも参照されたい。 
(29) 文部省『学制百年史』 帝国地方行政学会 昭和 47 年 1025-26 頁 
(30) 同判決の評釈として、大沢 勝「『学校法人紛争の調停等に関する法律』の合憲性」 
別冊ジュリスト№64『教育判例百選（第二版）』 168-9 頁。なお、同調停法に基づ
く調停手続開始等をめぐっては、このほかにも複数の提訴・判決が立て続けになさ
れている。訟務行政判例研究会編集『教育判例総覧 13』 ぎょうせい 14191 頁以
下参照。 
(31) 港区の「学校法律相談」については、堀二三雄「『学校法律相談』の開設」 教職
研修 2007 年 10 月号 52 頁以下 をも参照されたい。 
(32) 内閣官房教育再生会議担当室『教育再生会議第 6回議事録』平成 19年 3月 19日 14 
  頁 










平成 21 年度、平成 22 年度、平成 23 年度によれば、21 年度の相談件数は 204 件、






























終 章 課題と展望  
 









①自分自身の対応で   ②教頭・校長の対応で   ③学校全体の対応で    
④地域の協力を得て   ⑤教育委員会に相談して   ⑥専門機関に相談して   
⑦その他（  ） 
  
 ①  ②  ③  ④  ⑤ ⑥ ①  無答 
実 数 91 88 89 4 17 8 13 3 
 ％ 71% 69% 70% 3% 13% 6% 10% 2% 
 
● クレームを受けてから解決までにどのくらいの時間を要しましたか。 
  ①即日   ②2～3 日   ③１週間   ④2～3 週間   ⑤１ヶ月    
⑥数ヶ月   ⑦１年以上 
 
 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 重複 その他 無答 合計 
実数 17 34 18 13 12 21 6 2 1 4 128 











 ①  ② その他 無答 合計 
実 数 25 98 1 4 128 




①市町村教育委員会   ②都道府県教育委員会   ③法律（弁護士）事務所    
④裁判所   ⑤大学等   ⑥専門の教育紛争解決機関    ⑦その他（  ） 
 
 ① ② ③ ④ ①  ②  ⑥  無答 
実 数 69 67 61 16 1 77 7 4 
 ％ 54% 52% 48% 13% 1% 60% 5% 3% 
 
● ＡＤＲという言葉を聞いたことがありますか。 
①ある   ②ない 
 
 ①  ①  合計 
実 数 5 123 128 










































































連邦法である個別障害者教育法（Individuals with Disabilities Education Act ＩＤ
ＥＡ 1990 年）は、障害のある子どもたちの教育に関する法律で、1975 年の全障害児






受けるに当たり、7 つの手続きを定めている。1.支援の要請（Request for assistance）、
2.評価の要請（Request for evaluation）、3.評価（Evaluation）、4.個別教育計画
（individualized education program、ＩＥＰ）、5.年次計画（Annual review）、6.再評














きを踏んだ聞き取り（ヒアリング）（Impartial due process hearing）、審理に先立つ解
決ミーティングの促進（ファシリテーション）（Resolution meeting facilitation prior to 
a due process hearing）の 6 項目があることを示している。 
解決のプロセスとしては、親の懸案事項は、最初に、行政審査（学校の職員又は学区
の責任者との協議）において、学区職員と話し合うことにより、学区レベルで意見の不
一致の解消を試みるのが最善であると勧めている（It is best to first attempt to settle 
disagreements at the district level by discussing your concerns with district staff 
members in administrative reviews (discussions with a school staff member or with 
your school district superintendent)）。 
続いて、「ただし、州の紛争解決の手続に直接進むこともできる」とし、「調停、ＩＥ
Ｐファシリテーション、州不服申し立て、公平で正当な手続きを踏んだ聞き取り、又は
解決ミーティングの促進」を示している。（However, you may choose to go directly to 
state dispute resolution procedures, such as mediation, ＩＥＰ facilitation, state 
complaint, impartial due process hearing or resolution meeting facilitation.） 
一方また、「学区はまたこれらの地方や州レベルの選択権を行使できる」（The school 





 不服申立て手続き（The complaint process）とは、ＩＤＥＡ並びに州法違反の是正措
置を提供することで、親や学区は無料で不服申し立てが迅速に解決できるものである。
また不服申立ては、聴聞手続きに比べて、論争が起こりにくい可能性がある（The 



















Office for Exceptional Children must conduct an investigation of the complaint 





 ・行政審査（Administrative review）は、親の申し立てを受けてから 20 日以内に学
区長（または学区長が指名する人物）が遅滞なく実施する。行政上の聞き取り
（Administrative hearing）を行って良い。当事者者全員に書面で裁定（decision）
を通知する（Within 20 days of receiving your complaint: the superintendent (or 
someone the superintendent designates; 1) will conduct a review without un-
necessary delay; 2) may hold an administrative hearing; and 3) will notify all 
parties of the decision in writing）。 
 ・審査は全当事者に都合の良い時間と場所で行われる（A review will take place at a 
time and place convenient to all parties）。 
・学区責任者が審査を実施する必要が有り、不服申立てのヒアリングを行うことがで
きる（The superintendent must conduct a review and may hold an administra-
tive hearing）。 
・意見の不一致を解決するため、行政審査であらゆる努力がなされる必要がある
（Every effort should be made to resolve any disagreements at the administra-
tive review）。 
・親と学区は、弁護士を含め、行政審査に第三者を呼ぶ権利を有する（You and the 




























(Present evidence, confront and cross-examine other parties and require the at-



























































































































































































































































































































































みにならえば、例えば平成 20 年度の群馬県の場合、小学生は 11 万 8590 人、中学生は 5
万 9269 人、小中学校の本務教員は 1 万 40 人であるが(8)、これら合計 18 万 7899 人から













































































































































































































































































































一方、特別支援教育においては、2006（平成 18）年 12 月に国連総会で採択された「障
害者の権利に関する条約」で、障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組みの「イン
クルーシブ教育システム」の理念が提唱された。同条約の批准を向けてわが国では、2011
（平成 23）年 7 月に障害者基本法が改正され、同法第 16 条に「可能な限り障害者であ
る児童及び生徒が障害者でない児童及び生徒と共に教育が受けられるよう配慮しつつ」










2012（平成 24）年 12 月の「通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教
育的支援を必要とする児童生徒に関する調査結果について」（文部科学省初等中等教育局
特別支援教育課 平成 24 年 12 月 5 日）では、標本児童生徒数 53､882 人（小学校 35､892
















































































































(1) 例えば、岩手県教育委員会(2006)『苦情等対応マニュアル（学校版）』、 酒井 涬他
監修(2008)『教職員のための保護者クレーム対応マニュアル』 学校リスクマネジメン
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 月 
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[ 手続き及び/又は不服申立取消 様式 ] 
 
 
 
